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岡山から全国へ！「全国NPO事務支援カンファレンス」の取り組み

全国NPO事務支援カンファレンス 代表世話人
認定NPO法人わかやまNPOセンター副理事長・事務局長 志場久起

わかやまNPOセンターは、岡山NPOセンターさん同様、和歌山県内

でNPO支援などをおこなっているNPO支援機関です。和歌山県のNPO

支援施設「和歌山県NPOサポートセンター」の指定管理者として運営を

担っており、県内のNPO法人のみなさんからの各種ご相談に応じてい

ます。

毎年5月から6月になると、NPO法人の事業報告や役員変更手続きに

関するご相談が多く寄せられます。しかし毎年同じ団体が同じようなご

相談にみえることが多いことがずっと気がかりでした。よく調べてみま

すと、1人の職員さんが法人本体の業務と法人運営実務を兼務されて

いたり、理事が法人運営実務を担当されていたりする団体さんが相当

数いることがわかりました。これでは法人運営実務のノウハウがなか

なか蓄積できません。持続可能なNPO法人の運営に向けては、法人

運営実務のスキルアップが欠かせない、と岡山NPOセンターが実施し

ていたNPO法人の事務支援の試みに着目し、和歌山県内でもNPO法

人事務局セミナー、NPO事務力検定をさせていただきました。

そんな折、事務支援の枠組みを全国に水平展開したいという岡山NPO

センターさんからの呼びかけに賛同したいくつかのNPO支援機関が集

まって「全国NPO事務支援カンファレンス」を設立することになりました。

事務局セミナーを運営できる「認定講師研修会」の運営、日々変わって

いく各種制度に対応した事務力検定問題の改定などをしながら、全国

各地からの事務支援に関する講師派遣の要請に対応しています。うま

く進めば、各支援機関の自主収益事業の拡大にもつながることもでき

ます。

NPO支援機関といっても人的資源は限られています。同じ志を持つ支

援機関が集まることで相互の弱みを補い合い、事務支援の枠組みを

地域の実情にアレンジして広げることができることが期待できることか

ら、参加団体は30を超え、興味・関心の高さがうかがえます。また

「NPO法人会計基準」の普及活動など、NPO法人を支援する他の取り

組みとの連携も想定しています。

このように、岡山で開発された事業が、全国に広がり、各地のNPO法

人、NPO支援機関を支える事業へと発展しはじめています。今後も事

務支援事業へのご支援・ご協力をいただけますと幸いです。

事務力検定実施都道府県 全国NPO事務支援カンファレンス加盟団体
都道府県
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あなたのまちのNPO事務支援センター

（NPO事務支援・個別支援を行うカンファレンス会員組織）

https://npo-office-support.jp/

特定非営利活動法人NPOサポートセンター

特定非営利活動法人ひろしまNPOセンター

特定非営利活動法人やまぐち県民ネット21

特定非営利活動法人市民活動さぽーとねっと

公益財団法人とっとり県民活動活性化センター

一般社団法人ソーシャルコーディネートかながわ

NPO会計支援センター

特定非営利活動法人岡山NPOセンター

公益財団法人ふるさと島根定住財団

認定特定非営利活動法人宝塚NPOセンター

特定非営利活動法人テダス

特定非営利活動法人長野県NPOセンター

特定非営利活動法人わかやまNPOセンター

特定非営利活動法人きょうとNPOセンター

特定非営利活動法人宇都宮まちづくり市民工房

公益財団法人ふじのくに未来財団

特定非営利活動法人新潟NPO協会

特定非営利活動法人せき・まちづくりNPO ぶうめらん

特定非営利活動法人地域福祉サポートちた

特定非営利活動法人佐賀県CSO推進機構

特定非営利活動法人Fineネットワークながさき

特定非営利活動法人静岡市障害者協会

特定非営利活動法人NPOくまがや

特定非営利活動法人まつどNPO協議会

認定特定非営利活動法人藤沢市民活動推進機構

特定非営利活動法人北海道NPOサポートセンター

特定非営利活動法人くまもと未来ネット

特定非営利活動法人SEIN

特定非営利活動法人地域ひとネット

一般財団法人くまもと未来創造基金

一般社団法人非営利組織評価センター

特定非営利活動法人ちば市民活動・市民事業サポートクラブ

特定非営利活動法人いわてNPOフォーラム21

kaeco

特定非営利活動法人市民活動サークルえん

関東・東京

中国・広島

中国・山口

中国・山口

中国・鳥取

関東・神奈川

近畿・兵庫

中国・岡山

中国・島根

近畿・兵庫

近畿・京都

中部・長野

近畿・和歌山

近畿・京都

関東・栃木

中部・静岡

甲信越・新潟

中部・岐阜

中部・愛知

九州・佐賀

九州・長崎

中部・静岡

関東・埼玉

関東・千葉

関東・神奈川

北海道

九州・熊本

近畿・大阪

九州・大分

九州・熊本

関東・東京

関東・千葉

東北・岩手

関東・東京

近畿・奈良

NPO事務力検定®合格者の所属組織

NPO事務局検定の合格者の所属組織には、日本財団が提供するデータベース「CANPAN」において、

合格者所属のマークを付与させていただいています。

合格者の所属組織一覧はこちら 2020年3月現在 125件

http://fields.canpan.info/partner/organization/jimuken/

https://npo-office-support.jp/
http://fields.canpan.info/partner/organization/jimuken/
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NPO法人は、NPO法人会計基準を基にNPO法人の活動を数字でわかりやすく情報開示することにより、多くの市民の理解を得られ、そ
の理解が支援につながると思っています。私たちは、その活動の支援の輪を広げる一助を担いたいと考えます。

NPO法人会計基準とは（みんなで使おう！NPO法人会計基準HPより）

NPOの活動を多くの地域の人たちに知ってもらい、より多くの共感と支援を得るために、会計報告を作る統一ルールとして、2010年7

月にNPO法人会計基準ができました。

NPO法人会計基準は2010年7月20日に策定されたあと、2011年11月20日に一部改正が行われ、さらに、2017年12月12日に一部改正

されました。

その会計基準を採用し、その基準に準拠しているかの調査をインターン生が行った。

調査方法：岡山県内のNPO法人が所轄庁（岡山県県民生活交通課、岡山市市民協働企画総務課）に提出した2018年度事業報告書に対し

て、19の項目について記載の確認

調査対象：本調査では、以下の法人を対象とした。

・所轄庁が岡山県の504法人

・所轄庁が岡山市の282法人 計786法人

（※本調査では2018年度の報告書が提出した法人のみを対象とする660法人）

調査項目：NPO法人会計基準協議会の調査で採用している項目

調査結果：上記の項目（19項目）のうち17項目以外についてYES、NOで示した結果

特集
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「役員報酬という科目が事業費または管理費に計上されていますか？について

１ 事業費のみ

4

7%

２ 管理費のみ

20

35%

３ 両方記載

3

5%

４ 両方記載なし

31

53%

１ 事業費のみ

２ 管理費のみ

３ 両方記載

４ 両方記載なし

1 注記なし

87

80%

2 事業費の内訳

7

6%

3 事業別損益

15

14%

1 注記なし

2 事業費の内訳

3 事業別損益

事業の内訳表示は、「注記なし」、「事業費の内訳を表示」、「事業別損益の状況を表示」のいずれですか？について

調査結果から

この調査を行う上で、岡山県内の全法人の事業報告書の確認をしたが、

事業報告書の提出そのものができていない法人が少なくないこと、

また、解散登記までできているものの清算結了登記までできていない法

人が存在していることを知ることができた。

タイトルに「活動計算書」としている法人でも、経常収益は、「受取会費」

「受取寄付金」「受取助成金等」「事業収益」「その他収益」の5分類に分

けられていない法人が約4割、経常費用は、「事業費」と「管理費」に分

けたうえで、「人件費」と「その他経費」に分けることができていない法人

が約2割あることも分かった。

より法人の活動を数字で表せる「財務諸表の注記」を所轄庁に提出して

いない法人の割合の多さは残念としか言いようがない。NPO法人会計

基準に準拠した事業報告書を提出することで、社会からの信頼を得ら

れたり、それぞれの法人の活動内容も理解されやすくなったりするはず

だと思う。

岡山県内のNPO法人をはじめ、全国の多くのNPO法人に名実ともに

「NPO法人会計基準」を採用し、多くの市民に活動の情報開示を行い、

支援の輪を広げる一因として正しい理解と作成をお願いしたい。

「役員報酬」については、2017円12月12日「NPO法人会計基準」一部改改正により、事業に係る部分は事業費に計上され、ガバ
ナンスに係る部分は管理費に計上します。今回の調査では、役員報酬の記載がない法人が過半数以上ありました。

注記は、重要な会計方針を示します。また、事業費の内訳や事業別損益の状況を示すことや使途等が制約された寄付等の内訳を示すことで、活
動計算書だけではわからない内容を表すことができます。また、固定資産の増減内訳や借入金の増減内訳を示すことで、貸借対照表だけでは
説明しきれないことを表すことができます。しかし、今回の調査では、80%法人が注記を作成していませんでした。
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組織基盤の必要性

いくら良い活動を行っていても事業報告や会計報告を提出期限に正しく提出できなければ、助成団体からの助成金を打ち切られることもあ

るかもしれません。

また、市民の理解や支援を得ることもできなくなるかもしれません。

そんなことにならないために、組織基盤強化を図りたいと考えています。

組織基盤強化を図るために、みなさんの団体に第三者の目をいれることで、正しいと思っていたことが実は違っていた、意味を取り間違えて

いたなどの気づきにもつながります。

また、第三者がその評価をすることで、客観性が確保され、信頼性が高まり、支援の輪が広がる可能性が高まると考えています。

岡山NPOセンターでは、数年前より「組織の基盤強化」の大切さを痛感しそのために以下の3つの事業を行っています。

それぞれの事業の流れとその効果については以下の通りです。

●岡山市NPO法人基盤強化事業

（平成28年度から令和元年度実施・令和2年度も実施の見込み）

【流れ】

岡山市主催の事業であるため、岡山市に申込みが必要です。

岡山市所轄のお申込みのあったNPO法人の事務所にお伺いいたします。

岡山市と作成したチェックシートを使い、問題点・より良い運営に向けて法人規模に応じた改善方法やアドバイスをいたします。

その改善点に対して、疑問や不安が生じた場合は、再び事務所にお伺いし、助言することも可能です。

また、事例を示しながら事務局体制等の各種相談にのることも可能です。

【効果】

NPO法人事務局検診と同じく、コメントでフィードバックし、

効率化へのアドバイスと改善点を解説します。

チェックシート以外の悩みについても相談対応可能な場合があります。

●NPO法人事務局検診（通年）

【流れ】

岡山NPOセンター独自にチェック項目を作成します

ご依頼のあったNPO法人の事務所にお伺いいたします。

チェック項目に沿って、内容をチェックいたします。

その内容に沿ってコメントを作成いたします。

【効果】

チェック項目に対して、全ての項目についてコメントでフィードバックします。

どのようにすれば、効率化が図れるかなどを、訪問時にアドバイスいたします。

行っていることの事務手続き等が正しかったということの確認をいたします。

改善点をわかりやすく解説いたします。
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自法人の定款の内容の確認の必要性

みなさんは、自法人の定款をきちんと読んだことはありますか？

「定款」特定非営利活動促進法第11条で定められた絶対記載事項があります。

その中には、事務局が運営する中で気にしなければならないことも多くあります。

社員の資格の得喪に関する事項では、入会や退会の際に必要な手続きの方法。

役員に関する事項では、役員に選任方法など。

会議に関する事項では、総会、理事会の構成、権能、開催、招集、議長、定足数、議決、表決権等、議事録など、とても重要な事項の記

載があります。

そこに記載されている言葉や内容の理解を誤ってしまうと、知らず知らずのうちに、定款違反をしているかもしれません。

是非一度、役職員で定款を読む会を開催してみてください。

そして、この解釈であっているのかと疑問になった時は岡山NPOセンター NPO事務支援センターにご相談ください。

●一般財団法人非営利組織評価センター ベーシックガバナンスチェック（旧ベーシック評価）ベーシック評価伴走支援

【流れ】

非営利組織評価センターのHPからベーシックガバナンスチェックの申込をする

基準を満たしているか否かのチェックを自己評価で行う

その基準の客観的根拠となる書類を非営利組織評価センターに提出

【効果】

特定非営利活動促進法や定款の定め以外の基準があるため、より組織としてのグレードアップにつながる

ベーシックガバンスチェックを受け、その基準を満たしていることが、非営利組織評価センターのHPなどに掲載されたの法人との

差別化できる

一般財団法人非営利組織評価センターとは

社会に対して、客観的かつ信頼性のある組織情報を提供し、非営利組織の信頼性向上を目指し、さまざまな支援がNPO等に届く

仕組みをつくることを目的にし、助成財団、NPI支援組織などが協力して設立した一般財団法人で、非営利組織の組織評価を行う

日本で初めての第三者審査機関です。

ベーシックガバナンスチェックとは

評価対象：NPO法人。一般社団・財団法人（非営利型）、公益社団・財団法人、社会福祉法人

評価方法：自己評価結果に基づいた書面評価

評価基準：23項目（雇用がない場合20項目）

①法律や定款通りに運営を行っているという基礎部分を評価

②分野/事業内容・組織規模を問わない評価基準

③「はい」「いいえ」で答えられる基準

④書面で第三者が確認できる内容
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例えば、あなたが寄附を考える際に、その寄付先の経理に不安があったら、どうするでしょうか。
入会を考える際、仕事を頼む際、その組織が開催する行事に参加する際はどうでしょうか。
会費や寄附等の対価性のないお金をいただくことが多い非営利組織こそ、正確な事務が求められます。

業種によって必要な手続きが違うように、NPO法人にはNPO法人の、任意団体には任意団体の「必要な手続き」や事務があります。
当センターは、NPO法人岡山NPOセンターで培ってきた20年のNPO法人の事務支援の経験・ノウハウと、「NPO法人経営実態把握事業」
によるNPO法人の事務実態の状況把握と分析を踏まえた上で、事務支援を展開しています。

当センターではNPO法人に限らず、町内会などの地縁組織や協会、勉強会、組合などの互助組織など非営利組織全般の支援を対象
としています。

非営利組織だからこそ、事務が大切です。

NPOには、NPOの事務。

町内会や協会などの非営利組織でも。

スタッフ紹介

加藤 彰子（かとう あきこ） 事務支援センター所長

入職前、法律事務所で一般事務、ベネッセの関連会社で切手の売捌き・損害保険の代理店、造園会社で経理や指名願いの提出などの

事務を経験。2008年6月、NPO法人岡山NPOセンターに経理・労務担当のパート職員として入職。2009年より、出張相談などの事業にも

かかわるようになり、2011年の事業拡大に伴い正職員になり、多事業に従事。2013年度より、NPO事務支援センター事業をメインに担当。

センター長として県内にとどまらず全国でNPOの事務に関するセミナー講師や相談役を務める。

2013年に入職。町内会や協同組合などの事務支援をメインに担当。

正分 美智子（しょうぶん みちこ）事務支援センター スタッフ

山下 有子（やました ゆうこ）事務支援センター スタッフ

2018年 NPO法人岡山NPOセンターに正職員として入職。事務代行を担当。NPO事務力検定初級。

妹尾 香苗（せのお かなえ）事務支援センター アドバイザー

2018年に入職。ウェブサイト・ブログ・Facebook等の更新・制作支援等の事務代行を担当。

髙橋 美和（たかはし みわ）事務支援センター スタッフ

2015年に入職。ウェブサイト・ブログ・Facebook等の更新・制作支援等の事務代行を担当。

8 NPOkayama
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